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第２次川口市多文化共生指針（素案）に係る意見等回答用紙

回答日： 平成２９年 ７月 ２７日

回答者氏名：   鈴木 健史   

１ 第４章 指針の基本的な考え方における【１ 基本理念】及び【２ 基本方針】について、ご

意見・アイデア等ございましたら、ご自由にご記入ください。

 【１ 基本理念】

 基本的に素案に賛成です。

 すべての市民が、持てる力を発揮し、活躍することができるまちづくりという観点を加えること

で、より積極的なイメージになるのではないかと思います。

【２ 基本方針】

 上記の基本理念でも述べましたが、外国人住民もまちづくりに積極的に参加し、活躍することが

できるとの視点を加えたほうがよいと思います。
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２ その他、第２次川口市多文化共生指針（素案）に関するご意見・アイデア等ございましたら、

ご自由にご記入ください。

・基本指標について（P15）
  多文化共生事業の参加者数、参加者の満足度では、積極的に参加している市民のみを対象とし

ている点で、全体の効果を測定することが難しいのではないでしょうか。外国人全体への市民

アンケートでの施策満足度調査などのほうが施策の効果を正しく測定できるのではないでし

ょうか。















1 / 4

第２次川口市多文化共生指針（素案）に係る意見等回答用紙

回答日： 2017年 8月 17日

回答者氏名： 岡﨑 広樹 

１ 第４章 指針の基本的な考え方における【１ 基本理念】及び【２ 基本方針】について、ご

意見・アイデア等ございましたら、ご自由にご記入ください。

 【１ 基本理念】

今回の指針では、その目的、川口市の動向や基本方針などで記述されているように、外国人住民の

多様性をまちづくりに活かす、といった新しい視点を、社会情勢の変化なども踏まえた上で盛り込

むものと存じます。そこで、基本理念に、外国人住民もまちづくりにその力を発揮していく、とい

った内容を示す言葉を加えた方が望ましいものと存じます。

現状の基本理念の「ともに尊重・理解し合う」という言葉は、住民同士の望ましい態度を示してい

るものの、まちづくりに参加するといった内容を含んでいないものと存じます。

一方で、例えば、「多様性を活かす」という言葉であれば、「活かす」といった行為を示しており、

まちづくりに参加するといった内容を自然と含むものと存じます。

また、「多様性を活かす」という言葉は、川口市の第 5 次総合計画の「人と しごとが輝く しなや

かでたくましい都市 川口」という将来都市像に対応して、画一的なまちづくりを超えて、社会の

変化に柔軟に対応するしなやかさを持ったまちづくりのありかたを示している、と言えます。

さらに、外国人住民が、日本人住民だけでは思いつかなかった多種多様なアイデアをもたらすこと

で、活力のある新しいまちづくりにつながります。つまり、「多様性を活かす」という言葉は、川

口市長の掲げる「みんなでつくる川口の元気」というスローガンに対応したまちづくりのありかた

も示している、と言えます。

従いまして、今回の指針の基本的な方向性や第 5次総合計画などを勘案して、基本理念の中に「多
様性を活かす」という言葉を含めることをご検討いただけますと幸いです。

例えば、日本人住民や外国人住民の「多様性を活かした」元気な川口のまちづくり、といった表現

などが考えられるものと存じます。

【２ 基本方針】

現在、基本方針として記載されている 3つの方針について以下ご検討いただけますと幸いです。

①異文化交流

異文化交流という言葉は、「異」という言葉の通り、外国人住民と日本人住民を異なる対象として

捉えているニュアンスを含むものと存じます。しかし、外国人住民であっても、同じ川口市の「住

民」です。そこで、川口市の「住民」として同じ視点から日本人住民も外国人住民も捉えているこ

とを表現しつつ、お互いに多様な文化を有していることを強調するために「多文化交流」という表

現に変更することをご検討いただけますと幸いです。
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②国際理解

「国際」という言葉は、国と国（国家対国家ないしは、国民対国民）という内容を示すものと存じ

ます。しかし、多文化共生指針では、国と国という視点ではなく、川口市に住む国籍などの多様な

「住民」の相互理解、という視点が重要であると理解いたします。

そこで、国と国という視点の「国際」という言葉ではなくて、人々の間の多様な文化を示す「多文

化」という言葉が望ましいものと存じます。従いまして、「多文化理解」という表現にすることを

ご検討いただけますと幸いです。

そして、「多文化交流」、「多文化理解」、「多様な文化の躍動」という 3つの表現は、第 5次総合計
画の基本理念の一つである「多様な主体の共生共存」の説明にある、「多様な主体がお互いを尊重

し合い共生できる環境をつくり（=多文化理解）、多様な主体同士や行政との交流を促進する（=多
文化交流）ことで、各主体が持つ魅力や個性を活かしていきます（=多様な文化の躍動）」という内
容に対応しており、第 5次総合計画の基本理念を実現するための方針として整理できるものと存じ
ます。

２ その他、第２次川口市多文化共生指針（素案）に関するご意見・アイデア等ございましたら、

ご自由にご記入ください。

■P5 経緯
今回の指針では、多文化共生事例集 2017を参考にしていること、また、2006年に多文化共生推進
プラン策定後の 10 年間を踏まえて、総務省が、地域における多文化共生施策の更なる推進に資す
るために事例集を作成したことを勘案して、経緯の中に、

①総務省が、平成 29年には、多文化共生推進プラン発行から 10年が経過したことを踏まえて、全
国 52の優良事例を集めた多文化共生事例集を発行したこと。
②事例集ではあるものの、この 10 年間の地域における多文化共生の取り組みを振り返り、今後の
方向性を探る内容になっていること、といった2点を含めることをご検討いただけますと幸いです。

■P14 4日常生活を送るための環境 (5) 防災・防犯
今回の指針では、川口市の動向や第 7 章 これからの多文化共生の方向性にある通り、外国人住民

を「支援する側」に捉え直すものと理解します。従いまして、防災では、外国人住民に対するサポ

ートを充実するだけでなく、他市区町村の取り組みにある「外国人防災リーダー」のように、外国

人住民が防災の担い手になるという視点も必要である、といった内容を含めることをご検討いただ

けますと幸いです。

■P16 第 5章 川口市多文化共生施策の位置づけと体系

今回の指針では、多文化共生事例集 2017を参考資料にしているため、P16【国・県】の中の、
国：地域における多文化共生推進プラン（平成 18年 3月）
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県：埼玉県多文化共生推進プラン（平成 29年 4月）
に加えて、

国：多文化共生事例集 2017（平成 29年 3月）

も含めることをご検討いただけますと幸いです。

■P17 施策の枠組み
今回の指針では、以前の指針と比較して、その目的、川口市の動向や基本方針などで、外国人住民

の「多様性を活かす」ことを新しい視点として強調しているため、「多様性を活かす」分野の施策

を独立項目にした上で分かりやすく表現した方が、望ましいものと存じます。

例えば、多文化共生事例集 2017では、①コミュニケーション支援、②生活支援、③多文化共生の
地域づくり、④地域活性化やグローバル化への貢献（=多様性を活かす）、という 4つに分類されて
いるように、「多様性を活かす」施策を独立項目にすることをご検討いただけますと幸いです。

■P18 第 6章 計画の推進体制 4 計画推進の視点
4 計画推進の視点の中には、「外国人住民も社会を構成する一員であり、その才能を発揮し社会を支え
ていく存在であるとの視点に立つことが重要となります」、と御座います。

これは、今回の指針で記載されている、外国人住民の「多様性を活かす」、外国人住民を「支援する側」

として捉え直す、といった視点を別の言葉で表現したものと存じます。

一方で、今回の指針のその他部分で「多様性を活かす」、「支援する側」という表現を多用しているので、

表現を統一した方が、読み手として理解しやすいものと存じます。

従いまして、

外国人住民も社会を構成する一員であり、その多様性を活かしつつ、支援の担い手としても社会を支え

ていく存在であるといった視点に立つことが重要となります。

といったような表現にすることをご検討いただけますと幸いです。

■多様性を活かす施策や企業を交えた施策などの事例

別添の資料として、他市区町村の多文化共生指針（市区町村によって多文化共生プランなど呼び名

は異なる）などに記載された施策の中で、「多様性を活かす」や「企業を交えた」分野などの施策

を一覧にいたしました。また、多文化共生指針の無い市区町村の特徴的な取り組みも一覧にいたし

ました。今回の指針でこれらの分野の施策を検討するに当たり、ご参考ください。

■多文化共生指針における企業の役割

外国人住民は、主として日本で働くために来日しています。また、企業も労働力の確保や海外進出

を担う人材として外国人住民を雇用しているものと存じます。

これらの観点を踏まえれば、外国人住民が自立して地域社会へ参画するにあたり、地域住民の受け

入れ努力や行政の支援が必要な一方で、外国人住民の増加要因の一つである企業が、その自立や支

援に対して一定の役割を果たすことも、同様に必要なものと存じます。
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例えば、彦根市では、外国人労働者を雇用している企業などと連携し「彦根市日本語支援基金」(仮
称)の設立を検討し、地域の日本語教室の充実を図ります、と施策に掲げています。
また、P18 第 6章 計画の推進体制 1市民、市民団体、関係機関および市の連携において、適切な
役割分担の一員として企業も挙げられています。

従いまして、企業が「外国人住民の自立や参画」に対しても一定の役割を果たすこと、また、企業

が取り組む具体的な施策の内容を、今回の指針に加えることをご検討いただけますと幸いです。

※ ８月１８日（金）までに下記担当あて、郵送・メール・FAX等でご回答ください。
（下記担当までご連絡いただければワードファイルをお送りいたします。）

【回答先】

担 当：川口市市民生活部協働推進課多文化共生係

川田・宮川

所在地：〒332-0015 
川口市川口 1-1-1キュポ・ラ本館棟M4階

ＴＥＬ：048-227-7607 ＦＡＸ：048-226-7718 
メール：070.11010@city.kawaguchi.saitama.jp 


